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調査概要

 調査名

 人材マネジメント調査2007

 調査目的

 10年後の人材マネジメントの探索・創造

 人材マネジメントの品質を評価する指標の探索・開発

 ミドルの置かれている状況を明らかにし、10年後の強いミドルを育てるために人材マネジメントの

探索・創造

 調査対象企業

 日本のリーディングカンパニー（ワークス研究所の独自基準で抽出）

 調査数

 調査票発送数：511社

 集計数156社（30.5％）、回答数170社（33.3％）

 調査期間

 2007年8月24日（金）～2008年1月11日（金）

 調査方法

 質問紙郵送法
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企業プロフィール

今回ご協力いただいた156社の基本情報は以下の通り。

 企業の属性

 業種は、メーカーが46％、サービスが23％、流通と金融が約12％である。

主たる業種
全体

合計 156

メーカ ー 46.0

農林漁業

鉱業

建設業 1.9

不動産業 0.6

製造業（電気・電子・精密機器関連） 14.7

製造業（上記以外） 28.8

流通 12.1

卸売業 3.8

小売業 8.3

金融・保険業 12.2

サービス 23.0

運輸業 3.8

通信業 1.3

電気・ガス・熱供給・水道業 1.9

情報処理・ソフトウェ ア 5.1

旅館・ホテル・アミューズメント関連 1.3

その他サービス業 9.6

その他 5.8

無回答 0.6

(%)

0 20 40 60
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企業プロフィール

 経営上の実績値

 売上高1000億円以上の企業が約7割である。

 営業利益100億円以上の企業が6割弱存在する。

 新製品売上高比率は３割弱の企業が売上の10％以下である。売上の30％以上を新製品によって生み出し
ている企業が約15％である。

売上高（億円）

１０００億円未満
１０００億円以上

５０００億円未満

５０００億円以上

１兆億円未満
１兆円以上 無回答

●凡例

全体 (n=156) 13,066

平均値

（億円）

17.3 14.733.3 23.1 11.5

営業利益（億円）

100億円未満
100億円以上～

500億円未満

500億円以上～

1000億円未満
1000億円以上 無回答

●凡例

全体 (n=156) 827

平均値

（億円）

23.1 13.5 18.627.6 17.3

売上高新製品比率（％）

５％未満 ５％～１０％ １０％～３０％ ３０％～５０％ ５０％以上 無回答

●凡例

全体 (n=156) 16.7 10.3 19.2 10.9 3.8 39.1
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企業プロフィール

 年間人件費（売上高比）

 年間人件費は売上高の10～30％との回答比率が最も高く、全体の5割弱である。30％以下の回答比率は、
全体の約７割となっている。

年間人件費（売上高比）

１０％未満 １０％～３０％ ３０％～５０％ ５０％～７０％ ７０％以上 無回答

●凡例

全体 (n=156) 21.8 48.7 6.4 21.21.9
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企業プロフィール

 従業員総数

 国内単体の従業員数は、1000人以上～5000人未満の企業が約4割を占め、5000～4999人の企業と
10000～49999人の企業が2割強ずつ存在する。

従業員総数（国内単体）

１０００人未満 １０００～４９９９人 ５０００～９９９９人
１００００～

４９９９９人
５００００人以上 無回答

●凡例

全体 (n=156) 10,127

平均値

（人）

9.6 39.7 22.4 4.521.2 2.6
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序章 経営環境の認識
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主力事業における経営環境の認識

Ａに近い
ややＡに

近い

どちらとも

いえない

ややＢに

近い
Ｂに近い 無回答

（－２） （－１） （０） （＋１） （＋２）

１． 製品市場の多様性        

Ａ：きわめて同質的 Ｂ：きわめて異質的

２． 市場範囲                     

Ａ：国内の一定地域に集中 Ｂ：全世界的な広がり

３． 営業販売促進手段

Ａ：きわめて少ない Ｂ：きわめて多様

４． 顧客への技術データ提供の必要性       

Ａ：まったく必要としない      Ｂ：きわめて高度なﾃﾞｰﾀを必要とする

５． 市場の競争程度               

Ａ：相互依存的 Ｂ：競争的で破壊的

６． 市場への影響力               

Ａ：きわめて低い  Ｂ：きわめて高い

７． 新製品・新技術の頻度         

Ａ：きわめて低い  Ｂ：きわめて高い

８． 需要変動の発生頻度           

Ａ：まったくない                Ｂ：きわめて頻繁

９． 企業間協力の頻度             

Ａ：きわめて稀 Ｂ：きわめて頻繁

１０． 市場の収益性                 

Ａ：きわめて低い                Ｂ：きわめて高い               

１１． 新規参入の難易度      

Ａ：きわめて容易 Ｂ：きわめて困難
25.6 53.9 0.42

33.3 37.8 -0.05

14.1 48.7 0.50

12.8 57.7 0.60

21.8 48.1 0.36

14.1 71.8 0.83

7.7 69.3 0.94

16.0 64.8 0.70

23.7 51.3 0.40

32.0 39.7 0.10

25.6 59.6 0.62

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

●凡例

Aに

近い

小計

Bに

近い

小計

加重

平均

14.1

11.5

5.1

8.3

17.9

6.4

17.9

14.1

10.9

15.4

13.5

5.8

9.0

19.2

15.4

14.1

19.2

28.2

14.7

19.2

25.0

14.1

23.1

29.5

30.1

28.8

37.2

19.9

23.7

19.9

38.5

30.1

46.2

35.3

38.5

35.9

29.5

33.3

34.0

16.0

39.7

26.3

21.2

34.0

19.2

12.2

8.3

15.4

2.6

3.8

0.6

1.9

25.6

19.9 0.6

序章 経営環境の認識

主力事業における経営環境の認識

 市場は全世界的に拡大し、競争・革新が激しく、営業販売促進手段が多様だとの認識が主流である。

 自社の市場への影響力は高いと認識しているとの回答比率は約７割である。

 約6割が、市場の範囲について、全世界的な広がりを持つと認識している。

 7割強が、市場は競争的で破壊的だと認識している。

 新製品・新技術の頻度が高いと認識している比率は6割弱である。対して、頻度が低いと認識している企業
は1割強である。

 約65％が営業販売販促手段は多様だと認識している。

 自社の市場への影響力が高いと認識しているとの回答比率は約7割である。対して、低いと認識していると
の回答比率は1割弱である。

 顧客への技術データ提供の必要性を感じているとの回答比率は5割強である。

 主力事業への他社の新規参入は困難だと認識しているとの回答比率は約54％である。

Q22 主力事業における経営環境の認識
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序章 経営環境の認識

競合他社との競争優位の自己認識

 全体の約6割の企業が、顧客の満足度で優位に立っていると認識している。

 どちらともいえないとの回答比率が高いのは、競争環境への適応、新しい発明や製品の開発、ビジネスモ
デル構築などの成果、人材力であり、それぞれ全体の約42～44％となっている。

 他の項目については、優位に立っていると認識しているとの回答比率が約3～4割、遅れをとっていると認
識しているとの回答比率が約2～3割である。

F4 競合他社との競争優位の自己認識

競合他社との競争優位の自己認識

優位に

立っている

やや優位に

立っている

ほぼ同じレ

ベルである

やや遅れを

とっている

遅れを

とっている
無回答

＋５ ＋４ ＋３ ＋２ ＋１

●凡例

１． 顧客の満足度 (n=156) 60.9 8.3 3.70

２． 生産性 (n=156) 44.9 23.1 3.33

３． 利益率 (n=156) 41.7 30.8 3.22

４． 競争環境への適応力 (n=156) 39.8 14.1 3.36

５． 株式市場での評価 (n=156) 33.4 25.6 3.13

６．
新しい発明や製品の開発、ビジネスモデ

ルの構築などの成果
(n=156) 40.4 15.4 3.31

７． 人材力 (n=156) 46.8 8.9 3.50

優位

計

遅れ

計

加重

平均

17.3

13.5

15.4

10.3

10.3

7.1

12.2

43.6

31.4

26.3

29.5

23.1

33.3

34.6

29.5

30.1

25.0

44.2

31.4

42.3

42.3

20.5

26.3

19.2

8.3

4.5

6.4 9.6

14.1

13.5

7.7

1.3

0.6

0.6

2.6

0.6

1.9

1.9

1.9

2.6

1.9

1.3
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第一章 企業経営に対する考え方
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第一章 企業経営に対する考え方

経営戦略

 既存のリソースを再活用し、高付加価値の商品で、既存市場での高シェア獲得を目指す戦略を志向すると
の回答が主流である。

 戦略の方向性として、高いシェアを獲得し、コスト効率の利点を追求している（１．高シェア・コスト効率志向）
との回答比率が6割弱である。

 また、競合と同一市場で正面から対立することを辞さないとの回答比率が約66％である。

 戦略の方向性として、社内リソースへの方針としては、「６．既存の技術基盤再利用志向」の企業が66％、
「１２．既存のマーケティング資源再利用志向」との回答比率が57％である。

 高付加価値・高品質製品を志向して、非価格のマーケティング戦略を追求する（１４．高付加価値志向）との
回答比率が約5割である。

 海外進出に対して積極的との回答比率は5割～6割弱である。

 海外市場への進出へ積極的（８．海外積極志向）との回答比率は6割弱、海外での生産子会社や海外事業
会社への投資を積極的に考えている（１５．海外生産積極志向）との回答比率は5割である。

Q23 経営戦略

経営戦略

まったくその

通り

どちらかとい

えばその通り

どちらともい

えない

どちらかとい

えば違う
まったく違う 無回答

（＋２） （＋１） （０） （－１） （－２）

●凡例

１． 高シェ ア・コスト効率志向     (n=156) 57.7 19.2 0.50

２． フォ ロアー志向 (n=156) 8.9 72.5 -0.94

３． 資源集中志向    (n=156) 36.5 42.3 -0.06

４． 競合正面対立志向 (n=156) 66.1 12.8 0.72

５． 積極的撤退判断     (n=156) 35.2 28.9 0.10

６． 既存の技術基盤の再利用志向 (n=156) 66.0 10.9 0.67

７． 新セグメント発見志向 (n=156) 34.0 31.5 0.00

８． 海外積極志向 (n=156) 57.1 23.0 0.51

９． 精密分析型戦略志向 (n=156) 41.1 23.7 0.26

１０．イ ノベーター志向 (n=156) 46.8 25.0 0.28

１１．吸収・合併積極志向 (n=156) 31.5 44.2 -0.20

１２． 既存ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ資産再利用志向 (n=156) 57.0 12.2 0.48

１３．情報収集志向 (n=156) 36.6 20.5 0.19

１４．高付加価値志向 (n=156) 49.4 14.1 0.48

１５．海外生産積極志向 (n=156) 50.0 28.2 0.23

積極

的

小計

消極

的

小計

加重

平均

16.7

8.3

21.2

9.6

12.2

4.5

27.6

10.3

13.5

7.1

5.1

4.5

14.1

16.0

41.0

8.3

28.2

44.9

25.6

53.8

29.5

29.5

30.8

33.3

24.4

51.9

32.1

34.0

23.1

18.6

20.5

21.2

35.9

22.4

34.0

18.6

35.3

27.6

24.4

30.1

42.3

21.2

14.1

10.9

30.1

19.2

12.8

5.8

14.1

15.4

0.6

35.3 35.9 12.8

10.3

41.7

24.4

11.5

21.8

17.9

34.0

23.1

10.3

1.3

0.6

30.8

1.9

7.1

11.5

1.9

7.1

1.9

1.3

5.1

8.3

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

1.3

0.6

0.6
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第二章 組織文化・風土
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第二章 組織文化・風土

社内の風土や価値観

 理念・ビジョンが浸透・共有され、影響力も大きく、従業員が共感して働いているとの回答が主流である。

 創業者の意思の伝承が従業員の隅々までされているとの回答比率は5割強である。

 理念・ビジョンが浸透・共有されているとの回答比率は約72％、理念・ビジョンに共感して働いているとの回
答比率は56％、理念・ビジョンの影響力が大きいとの回答比率は約60％である。

 従業員は長期的な安定を期待し、私生活よりも仕事を重視し、組織へのコミット意識も高いと認識してい
るとの回答比率は5割以上である。

 長期的に安定した報酬と雇用を期待して、働いている従業員が多いとの回答比率は約65％である。

 約5割が、私生活よりも仕事を重視している従業員が多いと回答している。

 組織に帰属しているというコミット意識が強い従業員が多いとの回答比率は6割強である。

 ナレッジの共有に積極的であるとの回答比率は、5割強となっている。

 知識、情報、成功事例を共有することに積極的であるとの回答比率は5割強である。

Q21 社内の風土や価値観

社内の風土や価値観

Ａに近い
ややＡに

近い

どちらとも

いえない

ややＢに

近い
Ｂに近い 無回答

（－２） （－１） （０） （＋１） （＋２）

１． 創業意思の伝承            

Ａ：従業員の隅々まで伝承 Ｂ：社史や記録に過ぎない       

２． 歴史や役割の重視度          

Ａ：かなり重視されている Ｂ：あまり重視されていない   

３． 報酬の「期間的合理性」に関する意識

A：長期安定志向 B：短期実績志向

４． ワークラ イ フバラ ンスに対する意識

A：仕事重視 B：私生活重視

５． 組織へのコミット      

A：強い Ｂ：弱い

６． 知識の流通         

A：積極的 Ｂ：消極的

７． 非公式コミュニケーショ ン頻度 

Ａ：社内イ ベントが頻繁 Ｂ：社内イ ベントは少ない

８． シンボル的イ ベントの重視度   

Ａ：重んじる Ｂ：あまり関心がない

９． 理念ビジョ ンの共有           

Ａ：浸透・共有されている Ｂ：浸透･共有されていない     

１０． 理念ビジョ ンの共感度         

Ａ：共感して働いている従業員が多い Ｂ：共感して働いている従業員が少ない

１１． 理念ビジョ ンの影響度       

Ａ：影響力大 Ｂ：影響力小

１２． 役職や年齢の重視度     

Ａ：役職者や年長者が絶対的 Ｂ：役職・年齢によらず対等な関係

１３． 制度の細密性                 

Ａ：いかなる場合でも均一の運用が可能 Ｂ：運用は現場の裁量に任されている

●凡例

Aに

近い

小計

Bに

近い

小計

加重

平均

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

51.9 25.6 -0.37

39.8 32.7 -0.08

65.3 16.0 -0.67

50.6 16.7 -0.39

62.2 20.5 -0.51

52.5 16.6 -0.42

46.8 18.5 -0.34

48.1 25.6 -0.33

72.4 9.7 -0.84

56.4 10.3 -0.62

60.3 12.1 -0.63

27.6 41.7 0.23

0.2744.225.0

21.8

10.3

22.4

6.4

12.8

9.6

19.9

23.7

17.9

18.6

2.6

5.8

30.1

29.5

42.9

44.2

49.4

44.2

37.2

28.2

48.7

38.5

41.7

25.0

19.2

22.4

27.6

18.6

32.7

17.3

30.8

34.6

26.3

17.9

33.3

27.6

30.1

30.8

14.1

23.7

10.9

15.4

17.3

14.7

14.7

16.0

7.1

7.7

8.3

26.3

34.6

11.5

9.0

5.1

9.6

15.4

9.6

8.3

2.6

2.6

3.8

1.9

1.3

3.8

3.2

0.6
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従業員間のコラボレーションの特徴（知識創造指標）

まったくその

通り

どちらかとい

えばその通り

どちらともい

えない

どちらかとい

えば違う
まったく違う 無回答

（＋５） （＋４） （＋３） （＋２） （＋１）

●凡例

１． イ ンフォ ーマルな交流 (n=156) 39.1 22.4 3.16

２． 言葉にしにくい個人の価値観 (n=156) 56.4 10.9 3.56

３． 「たとえ」の使用 (n=156) 36.5 14.7 3.23

４． 対話や議論 (n=156) 55.7 17.3 3.48

５． 情報の蓄積・管理 (n=156) 52.5 20.5 3.45

６． 情報の新しい組み合わせ (n=156) 37.8 19.2 3.20

７． 反復による定着 (n=156) 33.3 30.7 3.03

８． 市場との対話 (n=156) 65.4 9.7 3.66

積極

的

小計

消極

的

小計

加重

平均

3.8

11.5

14.7

3.2

4.5

12.8

36.5

45.5

32.7

44.2

37.8

34.6

28.8

52.6

37.8

31.4

47.4

25.6

25.6

42.3

34.6

24.4

19.2

10.3

14.7

26.9

7.1

0.6

2.6

3.8

2.6

1.3

0.6

2.6

10.9

17.3

18.6

11.5

1.9

1.9

3.2

3.2

1.3

1.3

0.6

1.3

1.3

0.6

第二章 組織文化・風土

従業員間のコミュニケーションとコラボレーションの特徴

 言葉にしにくい個人の価値観やノウハウなどを、仕事を通じてメンバーと共有するやり方をとっているとの
回答比率は、約56％に及ぶ。

 また、対話や議論、情報の蓄積・管理を行うことで、従業員間のコラボレーションを行っているとの回答比
率も、約56％に及ぶ。

 新しい概念や製品を顧客や市場とのやり取りの中を通じて改善していくとの回答比率は約65％となってい
る。

 新たなノウハウやマニュアルを部下や同僚に反復させて定着を図るとしているとの回答比率が約33％であ
る一方、約31％はそれとは違う方法を志向すると回答している。

Q19 従業員間のコラボレーションの特徴（知識創造指標）
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第二章 組織文化・風土

従業員間のコミュニケーションとコラボレーションの特徴

 社員同士の会話内容は仕事中心でありながら、社内独自の言語、略語を多く使い、にぎやかな雰囲気で
積極的にコミュニケーションをとっているとの回答が主流である。

 オフィスの雰囲気がにぎやかであるとの回答比率は約46％である。

 コミュニケーションが頻繁であるとの回答比率は5割弱である。

 社員間の会話は仕事中心との回答比率は5割弱で、雑談が中心との回答比率は2割弱である。

 社内独自の言語・略語が多く使われているとの回答比率は8割強である。

Q20 従業員間のコミュニケーション特性

従業員間のコミュニケーション特性

Ａに近い
ややＡに

近い

どちらとも

いえない

ややＢに

近い
Ｂに近い 無回答

（－２） （－１） （０） （＋１） （＋２）

１． オフィスの活気

A：にぎやか B：静か

２． コミュニケーショ ンの濃度  

A：頻繁 B：少ない

３． 社員間の会話の特徴

A：仕事関係が中心 B：雑談が中心

４． 特殊言語の多寡   

A：多く使われる B：きわめて少ない

加重

平均

(n=156)

(n=156)

●凡例

Bに

近い

小計

25.0 -0.34

48.7 15.4 -0.47

Aに

近い

小計

45.5

47.5

(n=156)

(n=156)

17.3 -0.35

81.4 4.4 -1.07

14.1

7.1

30.8

31.4

34.6

50.6

28.8

35.9

35.3

15.4

14.7

14.1

40.4

14.1 3.8

24.4

0.6

2.6

0.6 0.6
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第三章 人材マネジメントの実態
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第三章 人材マネジメントの実態

人材マネジメントの実施状況

 新卒（大卒）社員の職種別採用は、6割強の企業で導入・運用に積極的である。

 短時間勤務、短日勤務の制度は約77％の企業で導入・運用に積極的である。

 自己申告制度は約87％の企業で導入・運用に積極的である。

 定年制度は約94％の企業で導入・運用に積極的であり、定年後の再雇用制度の導入・運用に積極的で
ある企業は、約86％である。

 企業が導入に向けて検討中としている人材マネジメントの施策のうち、特に回答比率が高いのは、3割弱
が検討している在宅勤務制度（継続運用中：約14％）、2割強が検討している社内ＦＡ（フリーエージェン
ト）制度（継続運用中：3割弱）となっている。

Q24-1 人材マネジメントの実施状況（採用・雇用）

注1：採用において、職場や仕事の実態を観察・経験する機会を提供すること。

人材マネジメントの実施状況（採用・雇用）

導入し継続

的に運用中

導入に向け

て検討中

導入の実績・

予定はない

導入したが見

直し/再編中

導入したが既に廃止

/廃止を検討
無回答

（＋２） （＋１） （０） （－１） （－２）

●凡例

１． 新卒(大卒)社員の職種別採用 (n=156) 59.0 10.2 0.97

２． 新卒(大卒)社員の正社員以外での雇用制度 (n=156) 25.6 3.8 0.41

３． 一律でない新卒初任給制度 (n=156) 15.4 1.3 0.24

４． 採用目的のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ制度 (n=156) 60.2 9.6 0.90

５． ＲＪＰ(ﾘｱﾘｽﾃｨｯｸｼﾞｮﾌﾞﾌﾟﾚﾋﾞｭｰ)※注１ (n=156) 33.3 2.5 0.49

６． 短時間勤務、短日勤務 (n=156) 76.9 1.3 1.40

７． 在宅勤務制度 (n=156) 41.7 1.9 0.54

８． 裁量労働制 (n=156) 66.7 5.1 1.12

９． 社内ＦＡ(フリーエージェ ント)制度 (n=156) 50.6 3.8 0.75

１０． 自己申告制度 (n=156) 86.6 4.5 1.62

１１． 早期選抜人事制度 (n=156) 51.9 7.1 0.80

１２． 独立、開業支援制度 (n=156) 25.0 10.2 0.30

１３． 早期退職優遇制度 (n=156) 48.1 16.0 0.71

１４． 定年制度 (n=156) 93.6 4.4 1.83

１５． (定年後の)雇用延長制度 (n=156) 53.8 2.5 0.94

１６． (定年後の)再雇用制度 (n=156) 89.1 5.1 1.69

１７． 役職定年制度 (n=156) 48.1 12.2 0.69

１８． 役職任期制度 (n=156) 18.6 5.1 0.24

積極

的

小計

消極

的

小計

加重

平均

51.9

21.8

10.3

42.9

20.5

64.1

13.5

50.0

28.8

80.8

34.6

20.5

44.9

93.6

42.9

85.9

42.3

13.5

7.1

3.8

5.1

17.3

12.8

12.8

28.2

16.7

21.8

5.8

17.3

4.5

3.2

10.9

3.2

5.8

5.1

29.5

69.9

83.3

30.1

64.1

21.8

55.8

26.9

45.5

40.4

64.7

34.0

43.6

5.8

38.5

75.0

5.1

5.8

7.1

5.1

8.3

3.8

7.7

3.2

8.3

1.3

1.9

1.9

1.3

0.6

1.3

2.6

4.5

2.6

3.2

4.5

1.9

0.6

0.6

1.9

5.1

9.6

0.6

0.6

5.1

1.9

0.6

0.6

3.8

3.2

1.3

0.6

0.6

1.3

0.6

0.6

1.3

0.6

1.9

1.3
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第三章 人材マネジメントの実態

人材マネジメントの実施状況

 MBO（目標管理制度）、退職金制度は、約9割が導入・運用に積極的である。

 導入に向けて検討中との回答比率が高いのは、メンター制度（約27％）、EAP（約26％）、プロフェッショナ
ル人事制度（約17％）である。

 約16％が家族・住宅に関する福利厚生の導入・運用に消極的である。また、階層別研修、３６０度評価に
ついても、それぞれ約11％、約9％が消極的となっている。

 ストックオプションについては、5割弱が導入の実績・予定はないと回答している。

Q24-2 人材マネジメントの実施状況（評価・育成）

注2：従業員の心の健康や家族の問題、法律問題、経済問題などを総合的に支援するプログラム

人材マネジメントの実施状況（評価・育成）

導入し継続

的に運用中

導入に向け

て検討中

導入の実績・

予定はない

導入したが見

直し/再編中

導入したが既に廃止

/廃止を検討
無回答

（＋２） （＋１） （０） （－１） （－２）

●凡例

１． MBO（目標管理制度） (n=156) 89.7 5.7 1.72

２． 360度評価 (n=156) 54.5 9.0 0.80

３． プロフェ ッショ ナル人事制度
(n=156) 57.7 5.8 0.88

４． 成果給 (n=156) 72.4 6.4 1.35

５． 職務給 (n=156) 66.7 5.8 1.19

６． 年俸制 (n=156) 57.7 5.7 1.03

７． 家族・住宅に関する福利厚生 (n=156) 73.1 16.0 1.21

８． 社員持株会制度 (n=156) 86.5 3.2 1.67

９． ストックオプショ ン制度 (n=156) 38.5 14.1 0.49

１０ 退職金制度 (n=156) 89.7 7.0 1.67

１１ 階層別研修 (n=156) 86.6 10.9 1.56

１２ メンター制度 (n=156) 70.5 3.9 1.07

１３ 社外取締役制度 (n=156) 61.5 1.9 1.17

１４ EAP（Employee Assistance

Program）※注2
(n=156) 67.3 1.3 1.08

積極

的

小計

消極

的

小計

加重

平均

89.1

37.8

37.2

70.5

60.9

54.5

73.1

85.9

32.7

89.1

84.0

41.7

57.7

41.0

16.7

20.5

1.9

5.8

3.2

5.8

28.8

3.8

26.3

4.5

36.5

35.9

21.2

26.9

35.9

10.3

47.4

25.6

35.9

30.8

5.8

4.5

6.4

7.7

9.6

0.6

0.6

0.6

2.6

10.3

3.2

2.6

2.6

1.9

2.6

5.1

5.1

1.9

0.6

6.4

0.6

1.3

1.3

3.2

0.6

1.3

1.3

3.8

2.6

7.7

5.1

3.2

1.3

3.2

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6
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第三章 人材マネジメントの実態

人材マネジメントの実施状況

 5割強の企業が自社の人事制度の発展段階として、再発見期だと認識している。

 次いで、模索期であるとの回答も2割強存在する。

Q25 人事制度の発展段階

人事制度の発展段階

構築期 安定期 模索期 再発見期 無回答

●凡例

全体 (n=156) 17.3 21.8 53.25.8 1.9
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第三章 人材マネジメントの実態

人材マネジメントの実施状況

 従業員満足度、個人のキャリア形成、心のケアを制度設計・施策運用において重視する価値であるとの回
答が、8割を超えている。

 制度設計・施策運用において最も重視されていない価値は入社年次による管理で、5割強が消極的な回
答をしている。

Q26 制度設計・施策運用において重視する価値

制度設計・施策運用において重視する価値

かなり重視し

ている

やや重視し

ている

どちらともい

えない

あまり重視し

ていない

重視していな

い
無回答

（＋２） （＋１） （０） （－１） （－２）

●凡例

１． ワークラ イ フバラ ンス (n=156) 67.9 10.2 0.81

２． 従業員満足度 (n=156) 86.5 4.4 1.27

３． 個人のキャリア形成 (n=156) 87.2 3.8 1.15

４． ダイ バーシティ (n=156) 68.6 7.7 0.84

５． 心のケア (n=156) 83.4 4.4 1.10

６． 入社年次による管理 (n=156) 25.7 52.5 -0.48

積極

的

小計

消極

的

小計

加重

平均

23.7

43.6

32.1

23.7

30.8

5.8

44.2

42.9

55.1

44.9

52.6

19.9

21.2

7.7

8.3

21.8

11.5

21.2

9.6

3.8

5.8

3.8

25.6

1.9

3.2

0.6

0.6

26.9

0.6

0.6

0.6

1.3

0.6

1.9

0.6

0.6
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第三章 人材マネジメントの実態

人材マネジメントの実施状況

 役職があがるほど、評価結果による給与差が広がる傾向があり、シニアマネージャーでは、±20％～30％
との回答比率が約3割となっている。

Q27 評価結果による給与差のレンジ

評価結果による給与差のレンジ

～±５％
±５％～

10％

±10％～

20％

±20％～

30％

±30％～

50％
±50％以上 無回答

（＋１） （＋２） （＋３） （＋４） （＋５） （＋６）

●凡例

１． シニアマネージャー (n=156) 3.99

２． ミドルマネージャー (n=156) 3.68

３． 一般社員 (n=156) 2.98

加重

平均

8.3

9.6

12.2

32.7

23.7

31.4

25.6

30.8

28.8 13.5

5.1

5.1

5.1

1.3

0.6

14.1 9.0

16.0 14.1

5.1

7.7
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第三章 人材マネジメントの実態

人事課題

 人事課題として最上位に上がっているのは、従業員の身体や心の健康である。

 次いで、中間管理職のマネジメント力の強化、次世代リーダーの育成・採用、女性の活用となっている。

 一方、ゼネラリストの育成・採用、外国人ホワイトカラーの活用、セカンドキャリア支援、余剰人員の整理を
人事課題とあげる企業は少ない。

 戦略上必要な人材の明確化や価値観・企業文化、戦略・経営ビジョンの共有については、5割強が問題意識
を持っている。

 女性活用は8割弱、高齢者の活用は4割強が問題意識を持っている。

 新人・若手の早期戦力化、中途採用力の強化、高度専門人材の育成・採用については、5割～6割が問題
意識を持っている。

 ゼネラリストの採用・育成や外国人ホワイトカラーの活用、セカンドキャリア支援、余剰人員の整理はいずれ
も問題意識を持っているのは2割以下である。

Q28 人事課題

人事課題
全体 (%)

156 合計

53.2 戦略上必要な人材像の明確化

53.2 価値観や企業文化の共有

51.9 戦略や経営ビジョ ンの共有

56.4 新卒採用力の強化

57.7 新人・若手の早期戦力化

51.3 中途採用力の強化

37.8 人材リテンショ ン力の強化（離職率の低減）

23.7 適切な代謝（人材の採用、退出）

12.2 余剰人員の整理（リストラ クチャリング）

36.5 正社員以外の人材の活用

76.3 女性の活用

42.9 高齢者の活用

12.2 外国人ホワイ トカ ラ ーの活用

53.8 ミドルの活性化

49.4 ＯＪＴの強化

31.4 ＯＦＦ－ＪＴの強化

49.4 高度専門人材の育成・採用

13.5 ゼネラ リストの育成・採用

82.1 中間管理職のマネジメント力の強化

77.6 次世代リーダーの育成・採用

49.4 従業員のキャリア支援

16.0 セカ ンドキャリア支援

56.4 労働時間の短縮

83.3 従業員の身体や心の健康

61.5 ワークラ イ フバラ ンスへの対応

21.2 退職金・年金問題への対応

30.8 総額人件費の抑制

1.9 その他

0 無回答

0 20 40 60 80 100

合計
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 キャリア研修を実施している企業は、6割弱である。

 その中で、全員が対象である企業は約46％、自発的受講企業者としているのは約23％、人事あるいは
上司の指名した人としているのは、約31％となっている。

第三章 人材マネジメントの実態

キャリア形成支援

Q18 キャリア研修の実施の是非

キャリア研修の実施の是非

行っている 行っていない 無回答

●凡例

１． 全体 (n=156) 41.057.7 1.3

Q18-SQ1 キャリア研修受講対象者

キャリア研修受講対象者

全員が対象

である

自発的受講

希望者

人事あるいは上

司の指名した人
無回答

●凡例

１． 全体 (n=90) 45.6 23.3 31.1 1.1
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第四章 ミドルマネージャーの役割
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第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの職務環境

 ミドルマネージャーの呼称として回答の比率が最も高いのは、約37％の企業で使われている課長であり、
次いで約18％のマネージャー、約8％のグループリーダーがあげられる。

Q1 ミドルマネージャーの呼称

※1票の回答

チームマネジャー、スーパーバイザー、副部長、担当副部長、局長、総括課長、プロジェクト課長、セクションマ
ネージャー、主事、主事補、技師、技師補、中間管理職、職群としてはビジネスリーダー群、統括長、エリア長、
ルーム長、チーフマネージャー、チームマネージャー、チーフ、支店長、グループリーダー主任技師、主任技師、グ
ループリーダー主任研究員、主幹、支配人、課責任者、プロジェクトマネージャー、ピープルマネジャー、カテゴリー
マネージャー、参事、副参事、工場長、工場長代理、主担、担当副部長、１stライン マネージャー、課支社長、ライ
ン長、ライン課長、所課長、ジェネラルマネジャー、マネージングコンサルタント

ミドルマネージャの呼称（複数回答）
全体 (%)

156 合計

36.5 課長

17.9 マネジャー

7.7 グループリーダー（ＧＬ）

5.8 チームリーダー

5.1 グループ長

4.5 室長

4.5 グループマネージャー（GM）

3.2 チーム長

3.2 次長

2.6 部長

2.6 部長代理

2.6 シニアマネジャー

2.6 リーダー

1.9 所長

1.9 担当課長

1.9 エリアマネージャー

1.3 担当マネージャー

1.3 支社長

1.3 店長

1.3 呼称無（「さん」付け）

1.3 ディストリクトマネジャー

1.3 所属長

0 20 40

合計
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第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの職務環境

 ミドルマネージャーの職務環境は、目標の難易度が高まり、調整が必要な業務、仕事の種類が増え、労働
時間は長くなる傾向であり、仕事上のストレスも増加しているというのが主流となっている。

 ミドルマネージャーが管理すべき非正社員部下が増えたとの回答は8割弱、年上の部下が増えたとの回答
は7割弱である。

 仕事の種類が増えたとの回答は約9割である。

 ミドルマネージャーの目標の難度が高まったとの回答は約9割である。

 仕事上のストレスが増えたとの回答は9割強である。

 仕事のタスクについて、相互の関連性が高まっているとの回答は約44％である。

 配置・異動の調整に関しては、部署間での緻密な調整が増加しているとしているとの回答は、約53％である。

 労働時間が長くなっているとの回答は約6割である。

Q2-1 ミドルマネージャーの職務環境

ミドルマネージャーの職務環境

Ａに近い
ややＡに

近い

どちらとも

いえない

ややＢに

近い
Ｂに近い 無回答

（－２） （－１） （０） （＋１） （＋２）

１． 管理すべき正社員部下の増減            

Ａ：増えた Ｂ：減った  

２． 管理すべき非正社員部下の増減 

Ａ：増えた Ｂ：減った    

３． 管理すべき年上の部下の増減   

Ａ：増えた Ｂ：減った    

４． 管理する部下の入れ替りの増減 

A：多くなった  B：少なくなった

５． 仕事の種類(数)の増減         

Ａ：増えた Ｂ：減った    

６． 仕事のタスク間独立性         

A：独立性が高まっている Ｂ：関連性が高まっている

７． 決裁権の増減                 

Ａ：大きくなった        Ｂ：小さくなった        

８． 目標の難度の変化         

Ａ：高まった Ｂ：低まった

９． タスク評価の関連性           

Ａ：それぞれの完成度 Ｂ：総合的な完成度

１０． 仕事の代替可能性             

Ａ：高いものが増えた Ｂ：低いものが増えた

１１． 仕事上のストレスの増減       

Ａ：増えた Ｂ：減った    

１２． 仕事の自由度の増減    

Ａ：高まった Ｂ：高まっていない

１３． 労働時間の増減               

Ａ：長くなった        Ｂ：短くなった        

１４． 配置・異動の調整の増減       

Ａ：現場の部署間の調整は減少 Ｂ：部署間での緻密な調整が増加

-1.40

9.0 53.2 0.55

0.1111.627.6

59.0 11.6 -0.71

-0.26

9.6 38.5 0.31

91.6 0.0

28.2 12.2

45.5 26.3

-0.19

89.1 1.9 -1.24

89.8 1.9 -1.35

20.5 43.6 0.32

68.0 3.2 -0.83

44.8 3.9 -0.48

39.8 30.1 -0.14

77.6 5.8 -1.04

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

(n=156)

●凡例

Aに

近い

小計

Bに

近い

小計

加重

平均

16.7

35.3

19.9

8.3

48.1

4.5

36.5

12.8

1.9

47.4

3.2

24.4

1.9

23.1

42.3

48.1

36.5

41.7

17.9

23.7

52.6

32.7

44.2

24.4

34.6

30.1

51.3

35.9

59.6

8.3

28.2

51.9

7.7

37.8

28.2

37.2

17.9

32.1

10.3

1.3

19.9

34

26.3

10.3

40.4

12.2

11.5

6.4

7.7

12.8

2.6

7.1

7.7

28.8

16.7

8.3

1.9

3.2

2.6

1.3

1.3

4.5

0.6

1.9

1.3

2.6

0.6

1.3

0.6

1.3

0.6

0.6

0.6
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第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの職務環境

 ミドルマネージャーはプレーヤーとしての役割が増しているとの回答比率は64％であり、プレーヤーとしての
ノルマの金額が増えているとの回答比率は約45％である。

Q2-2 ミドルマネージャーの職務環境（法人営業対象）

ミドルマネージャーの職務環境（法人営業対象）

Ａに近い
ややＡに

近い

どちらとも

いえない

ややＢに

近い
Ｂに近い 無回答

（－２） （－１） （０） （＋１） （＋２）

１． 対応している顧客の階層の変化 

Ａ：高くなった     Ｂ：低くなった

２． プレーヤー比率

Ａ：ﾌﾟﾚｰﾔｰとしての役割が増した Ｂ：ﾏﾈｰｼﾞｬｰとしての役割が増した

３． プレーヤーとしてのﾉﾙﾏの増減

Ａ：ﾉﾙﾏの金額は増えた Ｂ：ﾉﾙﾏの金額は減った

(n=109)

(n=111)

11.8 -0.38

7.3 -0.23

Bに

近い

小計

加重

平均

(n=110)

Aに

近い

小計

26.6

44.5

●凡例

64.0 10.8 -0.72

3.7

21.6

10.0

22.9

42.3

34.5

66.1

25.2

43.6

8.1

7.3

7.3

2.7

4.5
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第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーへの期待役割・要望

 ミドルマネージャーに対しては、戦略の落とし込みに関わる部分、部下へのケアに関する役割への期待が
高まっている。

 戦略構築・部下への発信・浸透、組織運営・アウトプットスピードといった戦略の落とし込みに関わる役割へ
の期待は、7割～8割で高まっている。

 部下育成、部下のモチベーション管理、メンタルヘルス管理といった部下へのケアに関する期待は7割～9割
で高まっている。

 法令順守は、約9割で高まっている。

 ミドルマネージャーへの期待役割のうち、最も求められなくなったのは、職場外での非公式でのコミュニケー
ションで約25％となっている。

Q3 ミドルマネージャーへの期待役割

ミドルマネージャーへの期待役割

強く求められ

るようになった

求められる

ようになった

以前と変わら

ない

あまり求めら

れなくなった

求められなく

なった
無回答

（＋２） （＋１） （０） （－１） （－２）

●凡例

１． 戦略構築・部下への発信・浸透 (n=156) 71.8 3.2 0.93

２． 組織運営・ｱｳﾄﾌﾟｯﾄｽﾋﾟｰﾄﾞ (n=156) 85.3 0.0 1.23

３． 組織業績の管理 (n=156) 57.7 1.3 0.81

４． 組織の象徴的役割 (n=156) 8.9 14.8 -0.06

５． 部下への仕事･ノルマの配分 (n=156) 46.2 1.2 0.53

６． 交渉・連絡・調整 (n=156) 51.3 0.6 0.58

７． トラ ブル解決 (n=156) 51.9 0.6 0.61

８． プレーヤー (n=156) 57.0 6.4 0.59

９． 経営情報の伝達 (n=156) 60.9 0.6 0.76

１０． 現場情報の伝達 (n=156) 55.8 4.5 0.64

１１． 組織の改革・改善 (n=156) 72.5 2.6 0.97

１２． 法令順守 (n=156) 89.8 0.0 1.39

１３． 部下の評価 (n=156) 48.0 1.2 0.66

１４． 部下育成 (n=156) 70.5 2.6 0.99

１５． 部下のモチベーショ ン管理 (n=156) 76.3 1.3 1.05

１６． 部下のメンタルヘルス管理 (n=156) 90.3 0.6 1.30

１７． 職場外でのコミュニケーショ ン (n=156) 7.7 26.2 -0.21

１８． その他 (n=156) 0.6 0.0 0.50

積極

的

小計

消極

的

小計

加重

平均

23.1

35.9

22.4

7.7

7.1

9.0

8.3

15.4

12.2

26.3

48.1

19.2

30.8

29.5

39.7

1.3

48.7

49.4

35.3

38.5

44.2

42.9

48.7

45.5

43.6

46.2

41.7

28.8

46.8

50.6

6.4

23.7

13.5

38.5

75.6

51.3

47.4

46.8

35.9

37.8

39.1

24.4

9.6

50.0

21.8

8.3

65.4

3.2

13.50.6

0.6

39.7

8.3

0.6

26.3

2.6

0.6

2.6

1.3

0.6

0.6

1.3

22.4

0.6

4.5

0.6

6.4

0.6

0.6

0.6

3.8

1.3

0.6

98.7

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

2.6

1.3

1.3

0.6

0.6

0.6

0.6

1.3
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第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーへの期待役割・要望

 ミドルマネージャーへの要望が最も高まっているのは法令順守で、約96％である。

 次いで、業績達成要望、コスト管理要望といった数値目標に関する要望、および、組織改善要望、部下育
成要望といった組織マネジメント関連の要望となっている。

Q3 ミドルマネージャーへの要望

ミドルマネージャーへの要望

まったくその

通り

どちらかとい

えばその通り

どちらともい

えない

どちらかとい

えば違う
まったく違う 無回答

（＋２） （＋１） （０） （－１） （－２）

●凡例

１９． 法令順守要望 (n=156) 95.5 0.6 1.58

２０． 業績達成要望 (n=156) 78.8 1.9 1.16

２１． コスト管理要望 (n=156) 76.3 1.9 1.10

２２． 組織改善要望 (n=156) 75.0 3.2 1.01

２３． 部下育成要望 (n=156) 67.9 7.7 0.85

２４． コストダウン要望 (n=156) 51.3 10.3 0.61

２５． 部下からの突き上げ (n=156) 37.8 11.5 0.34

積極

的

小計

消極

的

小計

加重

平均

39.1

34.6

28.2

20.5

8.3

34.6

39.7

41.7

46.8

44.2

30.8

29.5

21.2

20.5

23.7

36.5

50.0

7.7

60.9

23.7

18.6

2.6

10.9

9.0

2.6

1.9

1.3

0.6

0.6

0.6

1.3

0.60.6

1.9

0.6

1.3

0.6

0.6

1.3
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第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーに期待する能力

 ミドルマネージャーに期待する能力として回答比率が高いのは、環境変化の認識・理解、実践・実行、組織
の方向付け、意思決定スピードで、8割以上となっている。

 最も期待が大きいのは、環境変化の認識・理解で、約84％となっている。

 逆に、経験（2割強）、人脈構築（約3割）に対する期待は小さい。

Q4 ミドルマネージャーに期待する能力

ミドルマネージャーに期待する能力

強く求められ

るようになった

求められる

ようになった

以前と変わら

ない

あまり求めら

れなくなった

求められなく

なった
無回答

（＋２） （＋１） （０） （－１） （－２）

●凡例

１． 環境変化の認識・理解 (n=156) 83.9 0.0 0.66

２． 課題発見・分析 (n=156) 73.7 0.6 0.70

３． 方針の企画・立案 (n=156) 54.4 5.1 0.79

４． 具体施策の企画・立案 (n=156) 69.9 0.0 0.66

５． 実践・実行 (n=156) 80.1 0.0 0.68

６． 組織の方向付け (n=156) 75.6 0.6 0.72

７． 部下支援 (n=156) 53.8 4.5 0.77

８． 協働の促進 (n=156) 58.4 1.3 0.70

９． 信頼構築 (n=156) 49.4 0.6 0.68

１０． 人脈構築 (n=156) 30.8 3.8 0.59

１１． 状況対応 (n=156) 76.9 0.6 0.71

１２． 意思決定スピード (n=156) 80.1 0.6 0.71

１３． 経験の再解釈 (n=156) 35.9 3.2 0.62

１４． モチベーショ ンの維持 (n=156) 54.5 0.0 0.71

１５． ストレスコーピング (n=156) 56.4 0.6 0.71

１６． 継続学習 (n=156) 69.8 0.0 0.67

１７． 革新的試行の実行 (n=156) 71.2 1.3 0.74

１８． 情報の統合 (n=156) 52.5 0.0 0.66

１９． 職場の改革 (n=156) 67.3 1.9 0.71

２０． 専門知識 (n=156) 49.3 1.3 0.66

２１． 専門技術・スキル (n=156) 46.8 2.6 0.65

２２． 経験 (n=156) 22.4 9.0 0.59

２３． 価値共感 (n=156) 64.1 0.6 0.80

２４． 品・人格 (n=156) 47.5 3.2 0.79

２５． その他 (n=156) 0.6 0.0 0.00

積極

的

小計

消極

的

小計

加重

平均

28.8

20.5

14.7

15.4

26.3

25.0

12.8

12.2

10.3

3.2

25.6

28.2

4.5

14.1

14.1

16.0

21.8

9.6

15.4

8.3

5.8

1.9

26.9

15.4

55.1

53.2

39.7

54.5

53.8

50.6

41.0

46.2

39.1

27.6

51.3

51.9

31.4

42.3

53.8

49.4

42.9

51.9

41.0

41.0

20.5

37.2

32.1

16.0

25.6

40.4

29.5

19.9

23.1

41.0

39.7

50.0

65.4

22.4

19.2

60.9

42.9

30.1

27.6

47.4

30.8

49.4

50.6

67.9

35.3

48.1

9.0

99.4

0.6

40.4 45.5

3.2

0.6

2.6

1.3

0.6

4.5

1.3

0.6

3.8

1.3

5.1

0.6

0.6

0.6

3.2

0.6

1.9

1.3

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6
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第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーが管理する組織、それをとりまく構造

 ここ10年でのミドルマネージャーが管理する組織の変化として、約69％の企業がクロスファンクショナルな
業務の増加、約45％の企業が案件に関与する人数・部署の増加をあげている。

 決裁に要する時間は減っていると回答した企業の比率は4割弱となっている。

 組織変革の頻度は増えていると回答した企業の比率は約55％となっている。

Q5 ミドルマネージャーの管理組織の変化

ミドルマネージャーの管理組織の変化

増えた 変わらない 減った 存在しない 無回答

（＋1） （０） （－１）

●凡例

１． クロスファ ンクショ ナル業務 (n=156) 0.66

２． 案件に関与する人数・部署 (n=156) 0.17

３． 課レベルで完結する業務 (n=156) -0.05

４． ラ イ ンでの意思決定可能事項 (n=156) 0.03

５． 決裁時間 (n=156) -0.14

６． 人事異動の頻度 (n=156) 0.21

７． 組織改変の頻度 (n=156) 0.52

加重

平均

44.9

23.7

22.4

30.8

55.1

26.3

25.6

45.5

57.1

39.7

59.0

41.7

28.2

28.8

19.9

37.2

9.6

23.1

68.6

3.2

3.8 0.6

0.6

1.9

1.3

0.6

0.6
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ミドルマネージャーのポストの構造

増えた 変わらない 減った 存在しない 無回答

（＋1） （０） （－１）

●凡例

１． ﾐﾄﾞﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰのポスト数 (n=156) 0.16

２． 若手の抜擢 (n=156) 0.61

３． 女性の登用 (n=156) 0.70

４． ﾐﾄﾞﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰより上の階層数 (n=156) -0.01

５． ﾐﾄﾞﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰより下の階層数 (n=156) 0.00

加重

平均

42.9

67.9

67.3

28.8

22.4

29.5

24.4

28.8

40.4

52.6

7.1

29.5

22.4

26.9

1.3

2.6

1.3

1.3

1.3

0.6

0.6

 ミドルマネージャーのポストの構造のここ10年での変化として、 7割弱の企業が若手の抜擢と女性の活用
の増加をあげている。

 ミドルマネージャーのポスト数は、約43％の企業で増えている一方で、約27％の企業で減っている。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーが管理する組織、それをとりまく構造

Q6 ミドルマネージャーのポスト構造
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 ミドルマネージャーからトップまでの階層数は約6割の企業で、2～3階層となっており、平均では約3階層で
ある。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーが管理する組織、それをとりまく構造

Q7 ミドルマネージャーからトップまでの階層数

ミドルマネージャーからトップまでの階層数

０階層
～１階

層

～２階

層

～３階

層

～４階

層

～５階

層

～６階

層

７階層

以上
無回答

●凡例

全体 (n=156) 2.99

平均

階層

1.3

6.4 32.7 26.9 16.7 7.1

1.9 3.2

3.8
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ミドルマネージャーへの昇進年齢

20歳代
30～34

歳

35～39

歳

40～44

歳

45～49

歳

50～54

歳

55歳以

上
無回答

●凡例

１． 平均的昇進年齢 (n=156) 37.73

２． 早い昇進と言われる年齢 (n=156) 33.22

３． 遅い昇進の年齢 (n=156) 44.37

平均

年齢

（年）

17.3 36.5

3.2

35.9

6.4

5.8

31.4

5.8

4.5

5.8

1.9 14.7 41.0 34.0 2.6

31.4 18.6 3.2

 ミドルマネージャーの平均的昇進年齢は4割強の企業で35歳～39歳となっている。

 早い昇進といわれる年齢は、30歳～34歳が約37％、35歳～39歳が約36％となっている。

 約85％の企業で、遅い昇進の年齢は40歳以上となっている。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの登用・育成

Q8 ミドルマネージャーへの昇進年齢
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 ミドルマネージャーの登用審査の考慮要素を複数回答でみると、回答比率が高い項目は、取り組み姿勢や
スタンス、マネジメント能力、上司からの推薦、専門知識・スキル、業績、人格・人間性となっており、それぞ
れ8割を超えている。

 ミドルマネージャーの登用審査の考慮要素のうち、上位3項目ではでは、特に回答比率が高い項目は、マ
ネジメント能力の約57％、業績の約43％、上司からの推薦の約39％、取り組み姿勢やスタンスの約
38％となっている。

 シニアマネージャーへの登用審査の考慮要素を複数回答でみると、上位3項目の両方で、回答比率が特
に高い項目は、マネジメント能力、業績、人格・人間性となっている。

 シニアマネージャーへの登用審査の考慮要素のうち、上位3項目では、ミドルマネージャーへの登用審査の
考慮要素と比較すると、専門知識・スキルの回答比率が低く、人格・人間性、将来への期待性の回答比率
が高い。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの登用・育成

Q9 登用審査の考慮要素（ミドル）

Q9 登用審査の考慮要素（シニア）

登用審査の考慮要素（シニア）

　　　　(%)

合計

企業文

化の体

現度

マネジメ

ント能力

専門知

識・スキ

ル

業績
人格・人

間性

いくつか

の主要

業務の

経験

職種
入社年

次
学歴

上司から

の推薦

顧客から

の評価

同僚・後

輩からの

評価

取り組み

姿勢や

スタンス

本人の

志向

将来へ

の期待

仕事以

外の状

況

その他 無回答

すべて 全体 156 66.7 96.8 71.2 91.7 88.5 36.5 20.5 23.7 4.5 75.0 25.0 37.8 85.3 63.5 78.2 17.3 3.8 0.6

上位３ 全体 156 20.5 71.2 9.6 42.3 36.5 5.8 0.6 2.6 0 25.6 0 3.2 27.6 6.4 26.9 0 3.2 4.5

0

20

40

60

80

100

すべて 上位３

登用審査の考慮要素（ミドル）

　　　　(%)

合計

企業文

化の体

現度

マネジメ

ント能力

専門知

識・スキ

ル

業績
人格・人

間性

いくつか

の主要

業務の

経験

職種
入社年

次
学歴

上司から

の推薦

顧客から

の評価

同僚・後

輩からの

評価

取り組み

姿勢や

スタンス

本人の

志向

将来へ

の期待

仕事以

外の状

況

その他 無回答

すべて 全体 156 46.8 91.7 84.0 83.3 82.1 26.9 21.2 30.8 5.8 87.2 25.0 35.9 92.9 57.7 68.6 17.3 2.6 0

上位３ 全体 156 10.3 57.1 31.4 42.3 19.9 5.1 2.6 3.8 0.6 37.8 0.6 5.8 37.8 16.0 15.4 0 1.9 2.6

0

20

40

60

80

100

すべて 上位３
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シニアマネージャになるための能力開発施策の有無

仕組みがある 仕組みはない 無回答

●凡例

全体 (n=156) 78.2 19.9 1.9

 8割弱の企業が、シニアマネージャーになるための能力開発施策の仕組みがあると回答している。

 具体的な取り組みとしては、7割～9割の企業が、人事管理系研修、リーダーシップ研修、戦略系研修が
既に導入されていると回答している。

 約65％の企業が、部門横断プロジェクトへの参加が仕組みとして既に導入されていると回答している。

 ライン、スタッフ間ローテーションを今後導入したいと考えている企業の比率は約24％となっている。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの登用・育成

Q10 シニアマネージャーになるための能力開発施策の有無

Q11 シニアマネージャーになるための具体的能力開発施策

※1 複数回答可
※2 上位3項目

シニアマネージャになるための具体的能力開発施策

　　　　(%)

合計

部門横

断プロ

ジェ クト

参加

ラ イ ン、

スタッフ間

ローテー

ショ ン

経営サ

ポート部

署の経

験

意思決

定の場

への参

加経験

各種

出向

育成担

当責任

者の設

置

大学・大

学院へ

の入学

企業

留学

交流

研修

戦略系

研修

人事管

理系

研修

イ ノベー

ショ ン

系研修

リーダー

シップ

研修

教養 語学 人間力 その他 無回答

導入済み※１ 全体 122 63.9 58.2 39.3 13.9 58.2 35.2 35.2 27.0 49.2 70.5 86.9 44.3 85.2 13.9 27.0 37.7 2.5 0

導入意向※２ 全体 156 14.7 24.4 11.5 5.8 14.7 15.4 6.4 10.9 10.9 14.7 16.0 13.5 14.7 3.8 3.2 17.9 1.3 18.6

0

20

40

60

80

100

導入済み※１ 導入意向※２
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ミドルマネージャーへの教育研修期間

半日

未満

半日～１日

未満

１日～３日

未満

３日～５日

未満

５日～10日

未満

10日

以上
無回答

●凡例

全体 (n=156) 10.3 9.61.3 41.7 16.7 16.7 3.8

ミドルマネージャの能力開発投資

●凡例

全体 (n=156)

２万円未満

２万円以上

～５万円

未満

５万円以上

～１０万円

未満

１０万円以上

～２０万円

未満

２０万円以上

～５０万円

未満

５０万円以上

～７５万円

未満

７５万円以上

～１００万円

未満

１００万円

以上
無回答

10.9 10.9 16.7 22.4 17.3 4.5

1.9 1.9

13.5

 ミドルマネージャーの能力開発投資として回答比率が最も高い投資額は、10万円以上～２０万円未満で
あり、2割強の企業となっている。

 2割強の企業は5万円以下である一方、1割弱の企業は50万円以上になっている。

 ミドルマネージャーへの教育研修期間としては、1日～3日未満との回答比率が最も高く、4割強の企業と
なっている。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの登用・育成

Q12 ミドルマネージャーの能力開発投資

Q13 ミドルマネージャーへの教育研修期間
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ミドルマネージャー滞留期間

３年

未満
～５年 ～７年 ～９年 ～14年

15年

以上
無回答

●凡例

全体 (n=156) 6.66

平均

年数

（年）

1.3 27.6 26.9 18.6 12.2 13.5

 3割弱の企業で、ミドルマネージャー滞留期間は平均して3年～5年である。

 約3割の企業では、７年以上となっている。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの登用・育成

Q14 ミドルマネージャー滞留期間
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 ここ数年の間（過去5年程度）に、ミドルマネージャーに昇進したミドルの経験の特徴としては、5割強の企
業が、入社以来、比較的固定した仕事しか経験していない、ということをあげている。

 ついで、広い視野を要求される仕事の経験が少ないが約42％、教育・研修の機会を十分に得ることが出
来ていないが約36％となっている。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの登用・育成

Q15 ミドルマネージャーの経験の特徴

ミドルマネージャの経験の特徴（複数回答）
全体 (%)

156 合計

51.9 入社以来、比較的固定した仕事しか経験していない

15.4 昇進までのキャリアにおいて、成功体験も失敗体験も少ない

41.7 広い視野を要求される仕事の経験が少ない

16.7 仕事を一人で完結させざるを得ない環境で育っている

27.6 なる前に、後輩・部下などを持った経験が著しく乏しい

19.2 なった途端に、極端に高いレベルの意思決定を強いられる

19.2 職務経験の中で、仲間や後輩と競争した経験が乏しい

18.6 身近に目標にできるような先輩が少ない

35.9 教育・研修の機会を十分に得ることができていない

31.4 教えることを通じた成長の機会に恵まれてこなかった

0 その他

14.1 無回答

0 20 40 60 80

合計
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 ミドルマネージャーに対する取り組みメニューでは、成長を考慮したローテーションが約26％、非マネジメント
ラインの成功モデルでは25％の企業が、現在計画中である。

 目標管理の工夫は約85％の企業で以前から実施されている。

第四章 ミドルマネージャーの役割

ミドルマネージャーの登用・育成

Q16 ミドルマネージャーに対する取り組み＝メニュー

ミドルマネージャ-に対する取り組み＝メニュー

以前から実

施している

最近実施し

始めた
現在計画中

以前も今も実

施していない
無回答

（＋４） （＋３） （＋２） （＋１）

●凡例

１． 目標管理の工夫 (n=156) 3.77

２． キャリアを考慮した中長期的目標 (n=156) 2.18

３． 成長を考慮したローテーショ ン (n=156) 2.56

４． イ ノベーショ ン支援 (n=156) 3.12

５． ストレッチ目標の組織的付与 (n=156) 2.10

６． 達成への支援 (n=156) 2.65

７． 登用前のスキル研修 (n=156) 2.61

８． 登用前のストレッチ目標 (n=156) 2.31

９． ミドルの競争環境提供 (n=156) 2.28

１０． ミドルの相互学習機会 (n=156) 1.98

１１． ミドルの個人カ ウンセリング (n=156) 2.47

１２． コミュニケーショ ンの仕組み (n=156) 2.16

１３． 非マネジメントのキャリア (n=156) 2.49

１４． 非マネジメントラ イ ンの成功モデル (n=156) 2.20

１５． その他 (n=156) 0.00

加重

平均

84.6

23.7

29.5

59.6

26.9

42.9

34.6

35.9

33.3

20.5

36.5

29.5

33.3

23.1

14.1

19.2

9.6

7.7

10.3

17.9

4.5

7.1

12.2

14.1

7.1

14.1

17.3

25.6

10.9

12.2

11.5

19.9

12.8

10.3

9.0

7.7

12.2

17.3

18.6

40.4

50.0

32.7

37.8

100.0

9.0

11.5

3.8

25.0

1.9

43.6

26.9

45.5

46.2

55.1

23.7

51.3

32.7

2.6

1.3

2.6

1.9

1.3

1.3

0.6

1.3

3.2

3.2

1.3

2.6

0.6

1.9
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非リーダーのキャリアモデル

ある ない 無回答

●凡例

全体 (n=62) 53.2 40.3 6.5

次世代リーダー育成の成否

成果が出た

段階
現在育成中

成果は出な

かった
無回答

●凡例

全体 (n=62) 74.219.4 1.6 4.8

次世代リーダー人材の選抜の実施

行っている 行っていない 無回答

●凡例

全体 (n=156) 39.7 59.6 0.6

 次世代リーダー人材の選抜を実施している企業は約4割である。

 その中で約7割の企業が、選抜された本人に明らかにしている。

 選抜に漏れた者への再チャレンジの機会は、選抜を実施している企業の約9割で与えられている。

 選抜を実施している企業の約53％で非リーダーのキャリアモデルが存在している。

 次世代リーダー育成の成否に関しては、約19％の企業で成果が出た段階としており、74％の企業では、
現在育成中となっている。

第四章 ミドルマネージャーの役割

次世代リーダー育成

Q17 次世代リーダー人材の選抜の実施

Q17-SQ1 選抜の本人告知

Q17-SQ2 選抜に漏れた者への再チャレンジ機会

Q17-SQ3 非リーダーのキャリアモデル

Q17-SQ4 次世代リーダー育成の成否

選抜の本人告知

明らかにして

いる

明らかにす

ることもある

明らかにして

いない
無回答

●凡例

全体 (n=62) 9.7 21.069.4

選抜に漏れた者への再チャレンジ機会

ある ない 無回答

●凡例

全体 (n=62) 88.7 4.8 6.5
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第五章 人員構成上の特徴
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第五章 人員構成上の特徴

 従業員年齢別構成比はミドル層が少ない星型、ひょうたん型になっている企業が約6割である。

 回答企業の4割弱において、正社員以外の従業員比率は10％未満である。

 その一方で、2割弱の企業では、正社員以外の従業員比率が50％を超えている。

 女性比率は、回答企業の約56％において、30％未満となっている。

F6 国内単体人数の内訳

F7 従業員年齢別構成比（社内人口ピラミッド）

従業員年齢別構成比（社内人口ピラミッド）

ピラ ミッド型 つりがね型 つぼ型 ほし（星）型 ひょうたん型 無回答

●凡例

全体 (n=156) 9.6 7.1 21.2 32.1 27.6 2.6

国内単体人数の内訳

７０％以上
５０％以上～

７０％未満

３０％以上～

５０％未満

１０％以上～

３０％未満
１０％未満 無回答

●凡例

１． 正社員以外の従業員比率 (n=156)

２． 女性比率 (n=156)

14.1

6.4

3.2

9.6

6.4

24.4

34.0

42.9

37.8

12.8

4.5

3.8
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第五章 人員構成上の特徴

 正社員全体に占める女性比率は、回答企業の7割弱において30％未満となっている。

 正社員全体に占める中途採用者比率は、回答企業の約39％が10％未満であり、30％未満の企業を含
めると約65％となっている。

F8 正社員全体に占める比率

正社員全体に占める比率

７０％以上
５０％以上～７０％

未満

３０％以上～５０％

未満

１０％以上～３０％

未満
１０％未満 無回答

●凡例

１． 女性比率 (n=156)

２． 中途採用者比率 (n=156) 9.0 7.7

23.1

15.4

51.9

26.9

15.4

38.5 2.6

1.3 7.1 1.3



人材マネジメント調査
45

第五章 人員構成上の特徴

 正社員全体に占める組織長比率は、30％未満と回答した企業が約84％である。

 その一方で、組織長比率が30％以上と回答している企業が約13％となっている。

F8 正社員全体に占める組織長比率

正社員全体に占める組織長比率

70％以上
50％以上～70％

未満

30％以上～50％

未満

10％以上～30％

未満
10％未満 無回答

●凡例

全体 (n=156) 62.8 20.51.9 11.5 3.2
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第五章 人員構成上の特徴

 回答企業の約50％が、過去3年間の正社員の採用者全体に占める、新卒採用者比率が50％以上となっ
ている。

 回答企業の3割弱の企業では、新卒以外での採用が正社員採用の70％以上となっている。

F9 過去3年間の正社員の採用者全体に占める、新卒採用者比率

過去3年間の正社員の採用者全体に占める、新卒採用者比率

70％以上
50％以上～

70％未満

30％以上～

50％未満

10％以上～

30％未満
10％未満 無回答

●凡例

全体 (n=156) 16.0 34.6 18.6 13.5 14.7 2.6
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第五章 人員構成上の特徴

 組織長全体に占める女性比率は、5％未満との回答比率が7割弱となっている。

 組織長全体に占める中途採用者比率は、5％未満と回答した企業が約37％であるのに対し、30％以上
と回答した企業の比率は25％となっている。

F10 組織長全体の人員構成

組織長全体の人員構成（女性比率）

30％以上
20％以上～

30％未満

10％以上～

20％未満

５％以上～

10％未満
５％未満 無回答

●凡例

１． 女性比率 (n=156) 17.9 68.6 2.62.6 1.3 7.1

組織長全体の人員構成（中途採用者比率）

50％以上
30％以上～

50％未満

10％以上～

30％未満

５％以上～

10％未満
５％未満 無回答

●凡例

２． 中途採用者比率 (n=156) 14.7 36.5 4.514.1 10.9 19.2
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第五章 人員構成上の特徴

 回答企業全体でみると、6割弱の企業において、離職率は5％未満となっている。

 離職率が10％以上と回答した企業は約14％となっている。

F11 直近年度での定年退職を含まない正社員の離職率

直近年度での定年退職を含まない正社員の離職率

２％未満
２％以上～

５％未満

５％以上～

10％未満

10％以上～

15％未満
15％以上 無回答

●凡例

全体 (n=156) 26.3 35.9 21.2 7.7 5.8 3.2
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第五章 人員構成上の特徴

 回答企業全体では、約7割の企業において、新卒入社3年以内での離職率は10％未満となっているが、
一方で、3割弱の企業が10％以上の離職率であると回答している。

F12 大卒新卒採用者の入社3年以内での離職率

大卒新卒採用者の入社3年以内での離職率

10％未満
10％以上～

20％未満

20％以上～

30％未満

30％以上～

50％未満
50％以上 無回答

●凡例

全体 (n=156) 69.2 18.6 5.8 2.6 3.2

0.6
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